
 

 

第 ５ 号 議 案 
 

令和８年度事業計画の設定について 
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Ⅰ 基 本 方 針 
 

基本方針 

わが国の農業を取り巻く情勢は、米国関税の重石や国際情勢の緊張・不安定化、国内では日銀政策金利の

利上げによる経済への影響や、物価高による家計負担の増加など経済の先行きは不透明な状況が続いていま

す。 

また国産農畜産物においては、特に生産コストの上昇や需給問題などにより米価が大幅に上昇した一方で、

今後は価格の下落も懸念されています。 

こうした情勢を踏まえ、令和８年度においては、「組合員・地域とともに食と農を支える協同の力 第９次

３か年計画」の２年度目として、次の事項を基本目標とし、具体化と実践に取り組み、組合員と地域住民の

期待と信頼にこたえられるＪＡづくりをすすめます。 

 
記 

 

 
１．食料・農業戦略 

地域農業振興計画の実践等により、農業生産基盤を支え、ＪＡの販売品販売高の維持・拡大を実現する

ことで、食料安全保障に貢献するとともに、農業者の所得増大をはかります。また、次世代担い手確保や

新規就農者の育成、労働力支援等を通じて持続可能な農業の実現に取り組みます。 
 

２．くらし・地域活性化戦略 

協同活動と総合事業の好循環により、組合員・利用者の豊かなくらしの実現と地域の活性化に取り組み

ます。また、相続相談や組合員・利用者本位の事業提案、食農教育等を通じて次世代との繋がりを強化し

ます。 

 

３．組織基盤・経営基盤強化戦略 

組合員との関係強化に向けた対面・非対面での対話活動の継続・強化や、女性のＪＡ運営参画促進等に

より、組織基盤の強化に取り組みます。また、経営基盤強化に向けて、経営戦略の高度化とデジタル技術

活用の促進、ガバナンスの強化、人材の育成・確保に取り組みます。さらには、国消国産運動に関する広

報のほか、トップ広報やパブリシティ、ＳＮＳ等を活用した効果的な情報発信などの広報戦略を策定しま

す。 
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Ⅱ 事業方針及び事業実施計画 
 

営 農 指 導 事 業 

 

【実施方針】 

消費者の信頼にこたえ、安全で安心な農畜産物を持続的、安定的に供給できるよう地域農業を支えると

ともに、組合員の所得向上をはかります。 

 
【重点方策】 

１．担い手への支援 

（１）担い手への営農支援の強化 
① 次世代総点検運動に基づく地域農業革新戦略により、今後の生産構造の予測と課題を踏まえて、

「次世代担い手確保・育成計画」の実践をすすめます。 
② 担い手経営体の経営意向やニーズを適時適切に把握し、事業継続及び事業承継の支援体制を構築し

てまいります。 
③ 各担い手経営体の規模拡大のため、個々の経営意向に基づき国庫及び県単補助事業の導入に取り組

みます。 
④ 担い手のニーズへの的確な対応がはかれるよう、アグリサポートセンターと本店部署が一体的に担

い手支援に取り組みます。 
（２）担い手への農業経営管理支援 

① 農業簿記記帳代行事業により担い手の経理事務の軽減をはかり、普及拡大をすすめます。 
② 農林中央金庫支援による「担い手コンサルティング」に取り組み、担い手の経営課題の可視化、課

題解決に向けたソリューションの提案を行います。 
（３）担い手に対するＪＡ事業対応の強化 
  ① 営農指導員等により得られた経営意向やニーズについて関係部門で情報を共有し、担い手に出向く

体制を強化します。 
  ② 事故発生ゼロを目指すとともに、万が一の事故に備えて労災保険加入をすすめます。 
（４）生産組織に対する支援対策の強化 
   生産組織部会の部会員確保や、組合員マイページの活用・栽培技術の高位平準化・作付面積拡大など

生産者組織の活性化と取扱高の拡大をはかります。 
 
２．新たな担い手づくり 

  ① 新規就農者の定着促進のため、生産部会等への研修受入体制を推進します。 
  ② 定年帰農者や兼業農家・自給的農家等に対して、農産物直売所での販売を目的とした作物の導入を

働きかけ、所得の確保と農を通した生き甲斐づくりを提案します。 
  ③ 新たな担い手の一翼として、担い手不在地域において農業経営を通じた地域振興・農地保全管理等

を目的に地域担い手との連携を検討します。 
  ④ 行政と連携し、県内外にて新規就農募集ＰＲ活動を開催します。 
 

３．消費者の信頼にこたえる食の安全・安心対策 

（１）生産履歴記帳運動と食の安全・安心システムの強化 
  ① 生産履歴記帳要領に則り、ＪＡが販売する農産物については生産基準に基づく適切な生産管理を行

い、計画的な残留農薬検査を実施します。 
  ② 生産履歴記帳要領を基本とし、生産者に対し必ず生産履歴の目的に応じた記帳・提出を徹底し、農

産物の安全・安心を確認します。 
 また、市場出荷野菜品目を中心にＧＡＰ（農業生産工程管理）の取り組みを推進します。 

  ③ 原子力災害対策特別措置法に基づき、県が実施する農畜産物の放射性物質モニタリング検査を実施

し、安全性が確認された品目を出荷販売し、消費者への信頼を確保します。 
 
（２）消費者への情報提供 
  ホームページの活用により生産現場の安全・安心対策への取り組みについて、消費者に対して積極的に
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情報を提供します。 
 
４．持続可能な農業の実現に向けた農業政策の確立 

① 国内外の農政情報収集と周知により、生産者の不安払拭につとめるとともに持続可能な農業施策を

求める運動を展開します。 
② 土地利用型農業、野菜・果樹、畜産等品目ごとの政策支援、施設整備等に取り組みます。 

③ 今後１０年間に直面する地域農業の課題を克服するため、再編した新たな機構体制による事業基盤

強化に取り組みます。 
 

５．米政策のあり方等 

  将来的に米施策の見直しが検討されているが、水田農業の担い手確保には米価と転作作物の手取り額安

定が不可欠であり、各種制度や価格動向を的確に捉え、農業者に対して作付提案を進めてまいります。 

 
【収支計画】 

       (単位:千円) 

項 目 
金  額 

８年度計画 ７年度実績 

収 入 

指 導 補 助 金 1,750 3,850 

実 費 収 入 1,340 1,592 

計(A) 3,090 5,443 

支 出 

営 農 改 善 費 13,420 16,160 

生 活 文 化 費 

 

3,470 3,310 

農 政 情 報 費 2,400 2,028 

組 織 活 動 費 3,800 2,566 

計(B) 23,090 24,065 

収支差額(A)-(B) △20,000 △18,621 
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Ｊ Ａ く ら し の 活 動 

 
【実施方針】 

組合員・地域住民にＪＡくらしの活動事業を積極的に展開することで、協同の輪を広げ、豊かでくらし

やすい地域社会への貢献を目指します。 
 

【重点方策】 

１．農業理解促進 

① 子供と子育て世代を対象に、地域農業との関わりを深める「アグリ親子うきうきクラブ」を開講し

ます。【親子 30組 100人】 
② 地域小学生たちへ食農教育の一環として「農業体験」を実施し、農業の大切さを伝える活動を展開

します。 

 

２．地域貢献活動 

① 食育応援事業として、小中学校給食に地元産の野菜を提供し、子供達に食の関心や食を支える農

家・ＪＡを知ってもらいます【年３回】 

② 必要としている生活困窮者へ社会福祉協議会や子ども食堂を通して、食品・生活物資を配布する支

援を実施します。 

③ 地域住民の健康寿命を延ばすことを目的とした「ウオーキング大会」を実施します。【年１回】 

 

３．ふれあいまつりの目標・目的明確化 

（１）農業・農産物の理解促進 
地域農業の理解促進の場として、消費者に対し食の安全・安心を発信します。 

（２）ＪＡ事業の理解促進 
ＪＡで行われている事業へ誘致するイベントとして、目標・目的を明確化し、適切な評価と次年度への

フィードバックを行います。 

４．地域コミュニティの活性化 

① 組合員・組合員家族を積極的に取り込み、ＪＡくらしの活動の活性化に取り組みます。 
② 管内の女性を対象にした活動として、地域住民との交流・仲間づくり・生きがいづくりの場として

「女性大学」に取り組みます。【参加者 30人以上】 
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販 売 事 業 

 
【実施方針】 

  生産者の手取り最大化をはかるため、地域の特色を活かした生産販売戦略の実践に取り組みます。 
 
【重点方策】 

１．担い手を中心とする生産・販売戦略の構築  

（１）耕種 
① 関係機関・需要者と連携し、需要に見合った生産と確実な集荷に取り組みます。 
② 生産者手取り最大化に向け、耕作面積・生産物価格・リスク分散などを考慮した作付体系を提案し

ます。 
③ 水田活用米穀については、令和８年産米生産に係る基本方針に基づき、下記のとおり取り組みます。 
 【新規需要米  10,000俵】 
 【加 工 用 米   5,000俵】 
④ 農産物検査制度の適正な運営をはかるため、鑑定研究会等への積極的な参加により検査員の資質向

上につとめます。 
⑤ 実需者が求める高品質なビール大麦の生産につとめます。また、麦・大豆の有利性を周知し作付面

積維持・拡大につとめます。 
【二条大麦作付面積 1,500ha】 

 
（２）園芸 

① ＪＡしもつけブランド確立による安定販売を実現するために生産部会の協調や出荷規格等の統一に

より、品質の高位平準化および販売ロットを拡大し、有利販売を目指します。 
② 販促活動により重点市場との連携を密に行い、物流改革「市場集約」等を考慮し、重点市場に充実

出荷を進めてまいります。 
【アイテム出荷割合 13％以上】 

 
（３）畜産 

① 定期的な飼養管理の支援に取り組みます。 
② 全農・肉牛部会と連携をはかり、販売を強化します。 
③ 生産履歴パスポート等最大限活用し、消費者に対する安全・安心の伝達により、信頼性を高めます。 

 

２．地域に根ざした生産販売戦略の実践 

（１） サービスの充実 

農産物直売所を地域流通・地元消費者との交流拠点として位置づけるとともに、多様な農業者が「地産

地消」の実践により農業所得を確保出来るよう、農産物直売所事業の維持・拡大に取り組みます。 

（２） 販売手法の拡充 

金融店舗に新たに導入されるデジタルサイネージを利用したＰＲ活動により、新規顧客の獲得を行いま

す。また、キャッシュレス決済を推進し直売所事業活性化及び販売強化を実践します。 

【クレジットカード利用率 11％以上】 

（３） 直売所の活性化 
ＰＯＳデータの活用等や『ポチカ』ポイント増額キャンペーンによる直売所の活性化に取り組みます。 
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【販売計画】 

                             (単位:千円、％) 

種  類 
８年度計画 

取扱高(A) 

７年度実績 

取扱高(B) 

前年対比 

(A)／(B)×100 

米 
6,816,410 

（6,814,410） 

4,631,541 

（4,470,452） 

147.17 

（152.43） 

麦 830,740 1,113,981 74.57 

豆 ・ 雑 穀 20,910 48,853 42.80 

野 菜 6,989,630 7,415,539 94.25 

果 実 451,280 461,021 97.88 

花き・花木 270 180 150.00 

畜 産 物 773,350 833,267 92.80 

林 産 物 210 235 89.36 

直 売 所 167,000 167,989 99.41 

そ の 他 275,700 428,480 64.34 

合  計 
16,325,500 

（6,814,410） 

15,101,092 

（4,470,452） 

108.10 

（152.43） 

（注）１．（ ）内数値は買取販売にかかるもので内数です。 

２．米、麦、豆・雑穀の取扱高(買取販売を除く)は、税込金額としています。 

 
【米麦集荷取扱計画】 

                                      (単位:俵、％) 

種  類 
８年度計画 

取扱量(C) 

７年度実績 

取扱量(D) 

前年対比 

(C)／(D)×100 

米 

出 荷 契 約 米 100.0 93.0 107.52 

買 取 米 220,000.0 230,660.0 95.37 

加 工 用 米 

 

5,000.0 3,942.5 126.82 

新 規 需 要 米 10,000.0 7,517.9 133.01 

麦 
ビ ー ル 大 麦 96,000.0 116,820.0 82.17 

小 麦 

 

10,320.0 11,429.0 90.29 
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購 買 事 業 

 
【実施方針】 

ＪＡの総合力を発揮した事業実施体制の構築につとめるとともに、農家組合員の所得向上に向けたコス

ト削減に取り組みます。また、他部門と連携しながら、大規模経営農家・法人など担い手への対応力を強

化し、営農経済渉外担当者による定期的な訪問活動を実施することにより、系統外利用組合員の呼び戻し

につとめます。 

生活関連事業においては、選択と集中をさらにすすめ、組合員ニーズに対応した重点的な事業展開につ

とめます。 

 

【重点方策】 

１．生産資材の取扱強化 【生産資材取扱高 2,976百万円】 

① 生産資材店舗については、品揃えの充実と利用者のニーズに対応した店舗づくりを推進し、当日配

送への対応等、組合員満足度向上につとめます。 

② 営農経済渉外担当者、営農指導員、さらには金融渉外担当者等と連携、協力をはかりながら、担い

手や集落営農組織への個別対応等、各地区の地域特性を生かした事業展開に取り組みます。 

③ 規格統一や予約申込比率の向上による生産資材のコスト低減と、省力、低コスト肥料・大型規格農

薬等の普及拡大に取り組みます。 

④ 仕入れコスト削減の取り組みとして、新規業者の選定に取り組みます。 

⑤ 取引業者間の相見積の実施により仕入価格の低減に取り組みます。 

⑥ 営農部門との連携強化により、園芸施設資材供給のＪＡ呼び戻しに取り組みます。  

⑦ 大口利用値引きや満車直送値引き等の値引き対策によるＪＡの有利性をＰＲすることにより、系統外

利用組合員の呼び戻しに取り組みます。 

 

 

２．生活関連事業の重点化  【生活物資取扱高 1,608百万円】 

① 高齢化のすすむ地域社会への対応として、健康、省エネ、住環境の整備・改善等をテーマにした品

目への取り組みを強化・拡大します。 

② 葬儀特別会員「みどりの会会員」のＰＲ強化により会員数増をはかり、葬祭ホールを主体とした各

種イベントの企画や内覧会の開催等を通して、利用者に親しまれる葬祭ホールづくりと安心明朗な葬

祭施行につとめます。【みどりの会会員年間獲得目標 500名】 

③ 安全・安心な食品・生活用品の取扱いにより、組合員から必要とされ信頼の得られる品目の取扱い

拡大につとめます。 
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【供給計画】 

                                        （単位：千円、％） 

種    類 
８年度計画取扱高 

(A) 

７年度実績取扱高 

(B) 

前年対比 

(A)/(B)×100 

生 

 

産 

 

資 

 

材 

肥 料 729,500 746,940 97.66 

農 薬 658,000 708,725 92.84 

飼 料 208,500 344,533 60.51 

包 装 資 材 424,000 465,850 91.01 

園 芸 資 材 397,500 706,773 56.24 

畜 産 資 材 261,000 291,102 89.65 

そ の 他 297,500 

 

331,663 89.69 

計 2,976,000 3,595,588 82.76 

生 

 

活 

 

物 

 

資 

衣 料 品 3,010 3,881 77.55 

耐 久 財 50,000 65,218 76.66 

食 

 

品 

米 1,800 1,695 106.19 

食 材 112,000 122,092 91.73 

一 般 食 品 69,900 65,035 107.48 

葬 祭 1,241,860 1,094,234 113.49 

自動車(軽トラ等以外) 12,720 18,498 68.76 

そ の 他 117,500 130,247 90.21 

計 1,608,790 1,500,904 107.18 

合 計 4,584,790 5,096,493 89.96 

   (注)取扱高については、代理人取引を含む総額で記載しており、損益計算書における金額とは一致し

ません。 
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信 用 事 業 

 
【実施方針】 

農業・くらし・地域を支える金融機関として、総合事業の強みを最大限に発揮し、組合員・利用者一人

ひとりの課題解決に資する金融仲介機能を一層高度化します。 

 また、対面・非対面チャネルを効果的に組み合わせ、継続的な関係性の構築と新たな利用者層の獲得を

通じて、地域から「選ばれ続けるＪＡ」を目指します。 
 

【重点方策】 

１．総合事業を活かした金融仲介事業の高度化 

（１） 農業領域の資金ニーズへの的確な対応 

営農・経済部門と連携した担い手経営体への継続訪問を通じ、規模拡大・設備投資・経営改善に資す

る資金供給と経営支援を行います。 

【農業資金新規実行額 630 百万円】 

（２） 生活資金ニーズへの対応（住宅ローン） 

住宅関連業者との関係構築及び他行利用者に対する借換提案を通じ、安定的な住宅ローン実行をはか

ります。 

【住宅ローン新規実行 2,600百万円】 

（３） 生活資金ニーズへの対応（小口ローン） 

WEB 申込・非対面チャネルの活用をさらに推進し、特に若年層・現役世代のライフイベントに即した

小口ローンの利用者拡大をはかります。 

【小口ローン新規実行 348 百万円】 

（４） 潜在ニーズの掘り起こしによる純新規顧客獲得 

キャンペーンやデジタル媒体を活用し、管内居住者・勤務者の未利用者層への認知向上をはかり、純

新規取引の創出を目指します。 

【純新規獲得件数 700件】 

（５） 投資信託の残高伸長 

長期・積立・分散投資を基本とした資産形成提案を徹底し、顧客本位の販売を通じた残高積上げを目

指します。 

【投資信託（時価評価額） 5,456百万円】 

 

２．ライフプラン提案力の強化 

組合員・地域住民が抱える将来の不安を解消すべく、ライフプラン作成・見直し提案を積極的に実施し、

相談起点の取引拡大をはかります。 

【FP資格保有者（支店長除く信用事業従事者） １４名】 

 

３．総合事業による相続・資産承継対応の強化 

昨今の高齢化社会を踏まえ、生前対策から相続後まで一貫した相続相談体制を構築し、次世代との取引

継続につなげます。 

【相続アドバイザー資格保有者（支店長除く信用事業従事者） １２名】 

 

４．財務健全性の取り組み 

（１）内部管理態勢の強化 
厳格な自主点検実施と事務堅確性向上の取り組みにより、不祥事未然防止の充実と強化をはかります。 

（２）リスク管理態勢の強化 
ＡＬＭ委員会決定方針に基づき、金利変動に対応した適正な余裕金運用と有価証券の長期安定的なポー

トフォリオの構築をはかります。 

 
５．事務の堅確性の向上と業務効率化の推進 

統一事務手続きに基づき迅速かつ正確な事務処理を実践するとともに、業務内容や進め方の見直し行い、

事務の効率化をはかります。 
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６．利用者保護と信頼性向上への取組み 

苦情・相談への迅速かつ誠実な対応、金融円滑化への継続的な取り組み、金融機能不正利用防止の徹底

により、利用者保護と信頼性の向上をはかります。 

 

 

【事業計画】 

                                           (単位:千円、％) 

  種    類 
８年度計画 ７年度末残高 

(B) 

前年対比 

(A)／(B)×100 期末残高(A) 平均残高 

貯 

金 

当 座 貯 金 108,977,000 106,741,833 109,734,659 99.30 

定 期 貯 金 

 

85,739,000 86,504,000 87,398,439 98.10 

定 期 積 金 460,000 519,750 587,366 78.31 

計 195,176,000 193,765,583 197,720,464 98.71 

借入金 証 書 借 入 金 － － － － 

預 

金 

系 統 預 金 130,030,600 129,647,100 132,791,796 97.92 

 系 統 外 預 金 138,400 142,400 191,610 72.22 

計 130,169,000 129,789,500 132,983,407 97.88 

金 銭 の 信 託 ・ 有 価 証 券 

 

22,771,000 21,987,667 20,371,994 111.77 

貸
出
金 

手 形 貸 付 金 16,000 9,866 17,630 90.75 

証 書 貸 付 金 34,069,000 33,561,593 34,071,979 99.99 

当 座 貸 越 240,000 249,821 235,813 101.77 

計 34,325,000 33,821,280 34,325,422 99.99 

（注）１．当座性貯金には、くみあい総合貯金が含まれています。 
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共 済 事 業 

 
【実施方針】 

「組合員・利用者本位の業務運営（FD）」の実践による推進活動の「質」の向上と、コンプライアンスの

遵守をはかるとともに、「ひと・いえ・くるま・農業」の万全な保障提供を通じて、組合員・利用者の保障

充足と事業量目標の確実な達成を目指します。 

 

【重点方策】 

１．組合員・利用者本位の業務運営に向けた共済事業実施体制の強化 

（１）組合員・利用者との接点づくりと寄り添う活動の展開 

ＪＡグループの「組合員のくらしに寄り添う接点創出の取り組み」を踏まえ、訪問活動や各事業にお

ける相談対応などの対面接点と、デジタル技術を活用した非対面接点によって、組合員との日常的な接

点づくりに取り組みます。 

【行動目標】  ＬＡ一人あたり ３Ｑ訪問 ５５０人 
  あんしんチェック ３５０人 
  農業リスク診断 ２０軒 
 スマサポ一人あたり ３Ｑコール １５０人 
 ＬＡ・スマサポ共通 自動車共済お見積り  ３６件 
  Web マイページ登録  ３６件 

 
（２）組合員・利用者を第一に考えた安心を届ける活動の展開 

寄り添う活動で得られた情報の利活用と、一人ひとりのニーズに合わせた組合員・利用者に対する

「ひと・いえ・くるま・農業」の万全な保障提供に向けた取り組みを強化します。 

【新契約目標】 ４２０万Ｐｔ 
 
２．人材育成体制の整備 

支店のチーム力の強化をはかるため、支店管理者の「目指すべき姿」の策定により、支店管理者等の育

成体制を構築し、育成に取り組みます。 
（１）ＬＡチャネル強化に向けた育成・支援体制の整備 

ＬＡの計画的な育成に向けた研修体系の構築と、経験年数に応じた段階的な育成指標の設定を通じて、

バランスの取れた質の高い推進活動が実践できるＬＡの育成に取り組みます。 
（２）スマイルサポーターチャネル強化に向けた育成・支援体制の整備 

スマイルサポーターによる３Ｑコールや窓口ほっとけんしん活動を通じたＬＡの活動量の活性化に資す

る情報のトスアップ強化に向け、スマイルサポーターの育成に取り組みます。 
３．コンプライアンス体制の徹底 

法令等の遵守、利用者の立場に立った丁寧な説明等、組合員・利用者本位の推進活動の展開に向けて、

特に次の取り組みを徹底し、組合員・利用者に選ばれ、将来にわたって信用・信頼されるＪＡおよびＪ

Ａ共済を目指します。 
・不祥事未然防止に向けた取り組み 
・高齢者対応の強化に向けた取り組み 
・早期失効・解約・減額解消に向けた取り組み 
・推進資材適正化に向けた取り組み 
・共済代理店のコンプライアンスの体制強化に向けた取り組み 
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【事業計画】 

（１）長期共済保有高                                             
 （単位：件、千円、％） 

種    類 

８年度計画 ７年度実績  

保 有 高 

前年対比 

(A) / (B)×100 
当期末保有高 前期末保有高 

金額(A) 

 

金額(B) 

生 

命 

総 

合 

共 

済 

終 身 共 済 131,344,522 139,625,824 94.06 

定期生命共済 3,319,379 2,975,420 111.56 

養老生命共済 22,597,068 25,872,034 87.34 

 うちこども共済 9,423,828 10,715,800 87.94 

医 療 共 済 934,844 1,076,800 86.81 

が ん 共 済 415,774 495,500 83.90 

定期医療共済 317,959 340,400 93.40 

介 護 共 済 3,630,732 3,263,202 111.26 

年 金 共 済 229,413 225,570 101.70 

建 物 更 正 共 済 179,101,442 184,725,030 96.95 

合 計 341,891,133 358,599,780 95.34 

 (注)１．金額は保障金額（がん共済はがん死亡共済額、医療共済及び定期医療共済は死亡給付金額（付加さ

れた定期特約金額等を含む。）、介護共済は一時払契約の死亡給付金額）です。 

２．年金共済は年金共済に付加された定期特約金額です。 

３．「生命総合共済」欄は、生命総合共済開始(平成５年度)以前に契約された養老生命、終身、年金の

各共済契約についても合算して計上しています。 

 

 

（２）短期共済新契約高                                 

 （単位：件、千円、％） 

種   類 
８年度計画 ７年度実績 前年対比 

（A）/（B）×100 件数 

 

 

件数 

 

 
火 災 共 済 2,536 2,242 113.11 

自 動 車 共 済 17,993 18,107 99.37 

傷 害 共 済 13,756 13,410 102.58 

賠 償 責 任 共 済 40 261 15.32 

自 賠 責 共 済 2,657 2,608 101.87 

合 計 36,982 36,628 100.96 
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加工・利用事業 

 

【実施方針】 

  広域利用体制の構築により、利用者の利便性向上と施設の効率的運営につとめます。また、施設の有効

活用をはかり、生産者の所得増大を目指します。 
 
【重点方策】 

１．加工事業 

地元農産物を活用した加工品開発・販売をすすめ、安全・安心な食材を提供し、地産地消に取り組むと

ともに、農産物の利用拡大につとめます。 
 
２．利用事業 

（１）ライスセンター 
管内ライスセンターの横断的な運用を行い、効率稼働につとめます。 

（２）イチゴ無病苗増殖施設 
高品質イチゴ苗の安定生産を目的に、施設の機能強化と管理体制を確立し健苗生産に取り組みます。 

【供給本数 100,000 本】 
（３）ニラ包装予冷施設 

施設の有効活用と独自の出荷規格指導につとめ、生産者所得の増大をはかります。 
（４）トマト一元選果場 

トマト一元選果施設利用による、出荷の安定・品質の高位平準につとめ、生産者所得の増大をはかりま

す。 

 

【加工事業計画】                    

        (単位:千円) 

項 目 
金  額 

８年度計画 ７年度実績 

収 益 
加 工 収 益 

 

2,550 

 

 

 

1,592 

計(A) 2,550 

 

1,592 

 
費 用 

加 工 費 用 2,350 

 

1,252 

計(B) 

 

 

2,350 

 

1,252 

事業総利益(A)-(B) 200 

 

339 
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【利用事業計画】   

                         (単位:千円) 

項 目 
金  額 

８年度計画 ７年度実績 

収 益 

共同乾燥施設収益 340,000 371,596 

選 果 場 収 益 242,300 238,030 

機 械 利 用 収 益 1,720 2,325 

育 苗 施 設 収 益 89,000 77,678 

種子センター収益 

 

57,421 62,334 

そ の 他 の 収 益 12,919 21,863 

計(A) 

 

743,360 773,829 

費 用 

共同乾燥施設費用 114,660 136,685 

選 果 場 費 用 193,000 193,052 

機 械 利 用 費 用 － － 

育 苗 施 設 費 用 39,690 38,103 

そ の 他 の 費 用 21,210 35,574 

計(B) 368,560 403,416 

事業総利益(A)-(B) 374,800 370,412 

 

 

資 産 管 理 事 業 

 

【実施方針】 

  組合員および地域住民の資産保全および有効活用と世代交代に伴う相続・資産保全等、的確な対応による支援

につとめ、地域特性に応じた宅地等供給事業に取り組みます。 

 

【重点方策】 

１．組合員および地域住民の資産保全と有効活用対策 

① 組合員および地域住民の資産保全と有効利用をはかるため、税務・法律等の相談に取り組みます。 

② 世代交代に伴う資産の相続・管理・保全・遺言等の把握をするとともに、的確な対応による支援に

つとめます。 

 

２．宅地等供給事業の展開 

① 組合員および地域住民からの委託に基づく、土地の仲介・賃貸等の対応支援につとめます。 

② 管理委託契約に基づき賃貸住宅・賃貸物件の積極的な入居支援・管理情報の提供につとめ、入居率

向上に取り組みます。 

【入居率 85％以上】 

③ 家賃延滞者への督促強化、管理につとめます。 
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【宅地等供給事業計画】  

                             (単位:千円) 

項 目 
金  額 

８年度計画 ７年度実績 

収  益 

宅 地 供 給 高 － 10,450 

宅 地 等 賃 貸 料 327 327 

宅地等供給手数料 7,200 2,297 

宅地等供給雑収入 11,673 14,043 

計(A) 

 

19,200 27,118 

費  用 

宅 地 受 入 高 － 29,013 

宅 地 等 供 給 雑 費 2,200 1,969 

計(B) 2,200 30,982 

事業総利益(A)-(B) 17,000 △3,863 

 

 

その他の事業 

 
【教育資材の普及計画】 

                                  (単位：部数) 

種  類 
８年度計画 

部  数 

７年度末 

部  数 
普及目標 

 日 本 農 業 新 聞 776 727 

 

 

正組合員戸数の 8.32％ 

う ち 電 子 版 310 166 

 

〃        3.32％ 

家 の 光 510 511      〃       5.47％ 

ち ゃ ぐ り ん 15 11      〃       0.16％ 

地 上 11 1      〃        0.11％ 

 
【保管事業計画】 

                                   (単位:千円) 

項 目 
金  額 

８年度計画 ７年度実績 

収 益 

保 管 料 5,500 11,716 

荷 役 料 330 56 

そ の 他 の 収 益 960 1,525 

計(A) 

 

6,790 13,299 

費 用 
そ の 他 の 費 用 11,790 15,364 

計(B) 11,790 15,364 

事業総利益(A)-(B) △5,000 △2,064 
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Ⅲ 経営管理方針 
 

経営管理計画 

 

【実施方針】 

  健全な組織・業務運営を確立するために、内部統制システム基本方針に基づいた業務運営を行います。

また、不祥事や法令等違反の未然防止・早期発見のためコンプライアンス態勢の構築とガバナンスと内部

統制の一体的な強化、不祥事再発防止策も継続して取り組みます。 
 
【重点方策】 

１．組織基盤の充実 

① 組織基盤強化方針・実施計画による事業・活動を展開し、組合員の新規加入の促進や関係強化に取

り組みます。 

② 早期警戒制度の見直しもふまえ、精緻な収支シミュレーション（経営見通し）の策定と事業目標達

成に向けた収支改善策のＰＤＣＡ管理に取り組みます。 

③ デジタル化検討チーム（ＤＫＴ）の検討結果をふまえ、デジタル化による経営課題の解決に向けた

ソリューションの実行に取り組みます。 

④ 担い手・女性等のＪＡ運営への参画（組合員・総代・ＪＡ役員等）を支援します。８年度は総代改

選があり、女性総代割合１５％以上を目指します。 

⑤ 職員教育の充実をはかるため、人材育成基本方針にもとづく教育研修体系等により職員の育成及び

能力開発、特に業務上必要な資格取得に向けて積極的に取り組みます。 

⑥ 職員の健康保持・増進、メンタルヘルス不調未然防止等をはかるため、心と体の健康づくり、職場

環境の改善に取り組みます。 

【健診受診率 100％】【ストレスチェック実施 1回】 

⑦ 労働関係法規の遵守による労務管理の適正化をはかり、働きやすい職場づくりに取り組みます。 

⑧ 経営全般にわたる業務遂行状況を検証・評価するとともに、監査指摘事項（内部・外部）の改善勧

告を通じ業務運営の適正性の改善・維持に取り組みます。 

⑨ 内部監査について中央会経営支援部並びに他ＪＡと連携監査を実施することで３線モデルの構築と

内部統制レベルの向上をはかります。また、会計監査人・監事監査と緊密な連携をはかり、業務運営

の実効性・効率性を確保していきます。 

⑩ 不祥事の未然防止や早期発見のため、リスク・アプローチによるリスク評価にもとづいた監査手続

きに取り組みます。 

⑪ 環境変化をふまえて内部統制システム基本方針を定期的に見直し、経営の透明性を確保するために

運用状況の開示に取り組みます。 

⑫ 不祥事再発防止策により不祥事の未然・再発防止に継続的に取り組みます。 

⑬ 経営に大きな影響が見込まれる事象を想定し早期に対策を講じられるようリスク管理態勢を強化し

ます。 

⑭ マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策として、マネロン対策にかかる研修を経営層及び３

つの防衛線（１線：業務執行、２線：リスク管理、３線：内部監査）向けに引き続き実施し、また、

３線モデルの実効性強化のため、２線の体制整備、専門人材育成、他部署との連携強化に取り組みま

す。 

⑮ 大規模災害時、「大規模災害への対応方針」に基づき組合員・地域住民・役職員の安全を最優先に行

動し、継続すべき業務を遂行できるようつとめます。 

 
２．財務体質の強化 

① 計画的に内部留保を確保し、自己資本の充実に取り組みます。 

【内部留保 ５０百万円以上】 

② 部門別・場所別損益計算管理の徹底により、赤字部門等の収支構造を分析・把握のうえ事業収支改

善及び事業見直しに取り組みます。 

③ 財務に関する法令制度(基準)の遵守、資産の安全運用などにより、将来的にも盤石な財務基盤を確

立します。 
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【自己資本比率 15.81％以上】 

④ 固定比率等、財務の健全性と重要度を考慮した固定資産の取得を行うとともに、遊休資産の計画的

な処分、有効活用をはかります。 

 

 

 

 
 

【固定資産取得計画】 

    
主な固定資産取得計画は次のとおり                     (単位:千円) 

施設名 取得予定価額 備  考 

岩舟ライスセンター粗選機 15,000  

藤岡ライスセンター屋根スレート板金化 15,000  

プラント箱供給機 25,000  

買取米会計システム 15,000  

 
 

【自己資本造成計画】 

                                     (単位:千円) 

種    類 
８年度末計画 

(A) 

７年度末実績 

(B) 

増 減 額 

(A)－(B) 
備  考 

出 資 金 1,917,531 1,917,531 －   

資 本 準 備 金 7,095 7,095 －   

利 益 剰 余 金 11,085,036 11,036,036 49,000   

 

利 益 準 備 金 2,980,819 2,969,819 11,000   

そ の 他 利 益 剰 余 金 8,104,217 8,066,217 38,000   

 

特 別 積 立 金 － － －   

信用事業基盤整備強化積立金 2,900,000 2,900,000 －   

肥 料 価 格 安 定 準 備 金 6,227 6,227 －   

教 育 基 金 211,000 211,000 －   

営農施設設置及び運営積立金 1,360,000 1,360,000 －   

宅地等供給事業運営積立金 61,070 61,070 －   

経 営 安 定 化 積 立 金 2,808,000 2,770,000 38,000  

税 効 果 調 整 積 立 金 471,599 471,599 －   

当 期 未 処 分 剰 余 金 

（又は当期未処分損失金） 

286,320 286,320 －   

処 分 未 済 持 分 △20,000 △28,783 8,783  

合 計 12,989,662 12,931,879 57,783 

 

 

 （注）剰余金処分の額を加えて記載しているため７年度末実績は、事業報告と相違します。 
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8年度計画 7年度実績 8年度計画 7年度実績

1.信用事業資産 189,424,406 186,766,590 196,138,000 198,605,124

 (1)現金 814,000 716,220  (1)貯金 195,176,000 197,720,464

 (2)預金 129,793,000 132,983,407  (2)借入金 - -

　　　系統預金 129,654,600 132,791,796  (3)その他の信用事業負債 962,000 884,659

138,400 191,610 　　　未払費用 235,000 161,483

 (3)有価証券 22,771,000 17,678,406 　　　その他の負債 727,000 723,176

　　　国債 19,365,980 14,001,110 2.共済事業負債 562,600 624,336

　　　社債 3,405,020 3,677,296  (1)共済資金 291,000 352,674

 (4)貸出金 34,952,000 34,325,422  (2)未経過共済付加収入 266,000 264,024

 (5)その他の信用事業資産 1,184,800 1,153,529  (3)共済未払費用 2,700 4,596

　　　未収収益 1,152,800 1,085,457  (4)その他の共済事業負債 2,900 3,040

　　　その他の資産 32,000 68,071 3.経済事業負債 945,000 864,290

 (6)貸倒引当金 △ 90,394 △ 90,394  (1)経済事業未払金 747,000 740,911

2.共済事業資産 2,300 4,307  (2)経済受託債務 98,000 42,208

3.経済事業資産 4,109,184 6,407,029  (3)その他の経済事業負債 100,000 81,170

 (1)経済事業未収金 1,127,000 1,478,254 4.雑負債 272,469 211,064

 (2)経済受託債権 50,000 25,958  (1)未払法人税等 25,000 8,403

 (3)棚卸資産 2,616,167 4,596,644  (2)資産除去債務 27,693 28,347

　　　販売品 2,418,167 4,409,407  (3)その他の負債 219,776 174,313

　　　購買品 175,000 167,939 5.諸引当金 1,488,269 1,538,676

　　　宅地 - -  (1)賞与引当金 66,000 116,653

　　　その他の棚卸資産 23,000 19,297  (2)退職給付引当金 1,365,141 1,376,095

 (4)その他の経済事業資産 329,000 319,155  (3)役員退任給与引当金 51,828 40,248

 (5)貸倒引当金 △ 12,983 △ 12,983  (4)ポイント引当金 5,300 5,678

4.雑資産 543,717 496,365

5.固定資産 4,481,243 4,577,142 199,406,338 201,843,492

 (1)有形固定資産 4,465,763 4,575,150

　　　建物 6,913,812 6,887,112

　　　機械装置 2,109,901 2,045,498 1.組合員資本 12,995,662 12,950,709

　　　土地 2,346,627 2,346,627  (1)出資金 1,917,531 1,917,531

　　　建設仮勘定 - -  (2)資本準備金 7,095 7,095

　　　その他の有形固定資産 1,209,851 1,170,340  (3)利益剰余金 11,091,036 11,054,866

　　　　減価償却累計額 △ 8,144,428 △ 7,874,428 　　　利益準備金 2,969,819 2,938,819

 (2)無形固定資産 15,480 1,992 　　　その他利益剰余金 8,121,217 8,116,047

6.外部出資 13,369,551 13,369,551 　　　　特別積立金 - 2,151,883

 (1)外部出資 13,369,551 13,369,551 　　　　信用事業基盤整備強化積立金 2,900,000 2,900,000

　　　系統出資 12,883,980 12,883,980 　　　　肥料価格安定事業準備金 6,227 6,227

　　　系統外出資 443,271 443,271 　　　　教育基金積立金 211,000 211,000

　　　子会社等出資 42,300 42,300 　　　　営農施設設置運営積立金 1,360,000 1,338,000

 (2)外部出資等損失引当金 - - 　　　　宅地等供給事業運営積立金 61,070 61,070

7.繰延税金資産 471,599 471,599 　　　　経営安定化積立金 2,770,000 558,000

　　　　税効果調整積立金 471,599 466,716

　　　　当期末処分剰余金 341,320 423,149

　　　　（うち当期剰余金） 55,000 154,025

 (4)処分未済持分 △ 20,000 △ 28,783

2.評価・換算差額等 - △ 2,701,616

 (1)その他有価証券評価差額金 － △ 2,701,616

12,995,662 10,249,093

212,402,000 212,092,586 212,402,000 212,092,586

財務計画

（単位：千円）
資　　　　　産 負債及び純資産

科　　目 科　　目

（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）

1.信用事業負債

系統外預金

負 債 の 部 合 計

（　純　資　産　の　部　）

純 資 産 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

財務・損益計画
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8年度計画 7年度実績 8年度計画 7年度実績

1.事業総利益　 3,073,000 3,064,720 6,790 13,299

 (1)信用事業収益 1,947,040 1,729,841 11,790 15,364

資金運用収益 1,853,940 1,641,360 △ 5,000 △ 2,064

1,290,400 1,102,511 2,550 1,592

160,220 148,935 2,350 1,252

403,320 389,913 200 339

－ 0  (13)利用事業収益 743,360 773,829

68,180 72,705 共同乾燥施設収益 340,000 371,596

－ － その他利用収益 403,360 402,232

24,920 15,776  (14)利用事業費用 368,560 403,416

 (2)信用事業費用 842,040 621,259 共同乾燥施設費用 114,660 136,685

資金調達費用 679,080 403,809 その他利用費用 253,900 266,730

673,770 398,455 374,800 370,412

1,110 816 19,200 27,118

4,200 4,537 2,200 30,982

29,280 28,054 17,000 △ 3,863

－ － 3,090 5,443

その他経常費用 133,680 189,395 23,090 24,065

－ 76,050 △ 20,000 △ 18,621

貸出金償却 － - 2. 事業管理費　 3,053,000 2,997,290

133,680 113,345 2,105,000 2,080,656

信用事業総利益 1,105,000 1,108,582 229,000 212,360

 (3)共済事業収益 667,030 696,194 106,100 107,516

629,600 647,163 594,500 574,883

37,430 49,031 18,400 21,873

 (4)共済事業費用 42,030 43,656 20,000 67,429

12,940 15,633 3. 事業外収益 80,000 88,243

その他の費用 29,090 28,022 2,160 4,684

29,090 28,022 48,350 49,664

625,000 652,537 28,590 29,005

 (5)購買事業収益 2,915,514 3,341,969 - 2,198

購買品供給高 2,597,770 3,027,147 900 2,691

購買手数料 200,100 183,280 4. 事業外費用 20,000 17,658

117,644 131,540 810 794

 (6)購買事業費用 2,415,514 2,844,760 19,190 16,863

2,225,285 2,632,105 80,000 138,015

4,815 4,307 5. 特別利益 － 27,852

185,414 208,347 － 27,793

- 6,600 － －

- - － 59

185,414 201,746 6. 特別損失 － 181

500,000 497,208 － 0

7,516,070 5,221,257 － －

販売品販売高 6,814,410 4,470,452 － 181

305,780 331,024 80,000 165,686

395,880 419,781  (1)法人税・住民税及び事業税 25,000 16,543

7,040,070 4,761,068 － △ 4,882

6,520,340 4,196,489 7．法人税等合計 25,000 16,538

519,730 564,579 当期剰余金 55,000 154,025

うち貸倒引当金繰入額 － 8 当期首繰越剰余金 286,320 269,123

うちその他費用 519,730 564,570 税効果調整積立金取崩額 － －

476,000 460,189 341,320 423,149

その他の費用

販売事業総利益 当期未処分剰余金

販売手数料 税引前当期利益

その他の収益

 (8)販売事業費用  (2)法人税等調整額

販売品販売原価

 (3)その他の特別損失

購買品供給費

その他の費用  (1)固定資産処分益

うち貸倒引当金繰入額  (2)一般補助金

うち貸倒引当金戻入益  (3)その他の特別利益

うちその他費用

購買事業総利益  (1)固定資産処分損

 (7)販売事業収益  (2)固定資産圧縮損

購買品供給原価 経常利益

共済推進費

 (1)受取雑利息

うちその他費用  (2)受取出資配当金

共済事業総利益  (3)賃貸料

 (4)償却債権取立益

 (5)雑収入

その他の収益  (1)寄付金

 (2)雑損失

事業利益

 (18)指導事業支出

うち貸倒引当金繰入額 指導事業収支差額

うちその他費用  (1)人件費

 (2)業務費

 (3)諸税負担金

共済付加収入  (4)施設費

その他の収益  (5)その他事業管理費

うちその他支払利息  (16)宅地等供給事業費用

役務取引等費用 宅地等供給事業総利益

その他事業直接費用  (17)指導事業収入

うち貯金利息 利用事業総利益

うち給付補填備金繰入  (15)宅地等供給事業収益

役務取引等収益

その他事業直接収益

その他経常収益

保管事業総利益

うち預金利息  (11)加工事業収益

うち有価証券利息配当金  (12)加工事業費用

うち貸出金利息 加工事業総利益

うちその他受入利息

 (10)保管事業費用

損益計画

（単位：千円）

科　　目 科　　目

 (9)保管事業収益
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１．部門別損益計算書（計画） 

                                                                                    （単位：千円） 

区  分 合 計 
信 用 

事 業 

共 済 

事 業 

農業関 

連事業 

生活その 

他 事 業 

営農指 

導事業 

共通管 

理費等 

事業収益① 13,820,644 1,947,040 667,030 10,896,998 308,054 1,522  

事業費用② 10,747,644 842,040 42,030 9,734,783 109,171 19,620  

事業総利益③ 

（① －②） 
3,073,000 1,105,000 625,000 1,162,215  198,883 △ 18,098 

 

事業管理費④ 

（うち減価償却費⑤） 

（うち人件費 ⑤’） 

3,053,000 

(217,400) 

(2,105,000

) 

 

 

879,285 

(15,380) 

(606,563) 

 

559,788 

(13,533) 

(455,124) 

 

1,093,157 

(177,901) 

(620,870) 

 

238,593 

(7,345) 

(175,951) 

 

 

282,177 

(3,241) 

(246,492) 

 

 

 

  うち共通管理費⑥ 

（うち減価償却費⑦） 

（うち人件費 ⑦’） 
 

158,248 

(1,911) 

(80,322) 

86,781 

(1,048) 

(44,048) 

204,191 

(2,466) 

(103,642) 

35,733 

(432) 

(18,137) 

25,525 

(309) 

(12,955) 

△ 510,478 

(△ 6,166) 

(△ 259,104) 

事業利益⑧ 

（② －④） 
20,000 225,715 65,212 69,058 △ 39,710 △ 300,275  

事業外収益⑨ 80,000 8,364 41,225 20,964 4,691 4,756  

  うち共通分⑩  8,351 4,580 10,776 1,886 1,347 △26,940 

事業外費用⑪ 20,000 6,200 3,400 8,000 1,400 1,000  

  うち共通分⑫  6,200 3,400 8,000 1,400 1,000 △20,000 

経常利益⑬ 

（⑧＋⑨－⑪） 
80,000 227,879 103,037 82,022 △ 36,419 △ 296,519  

特別利益⑭ 0 0 0 0 0 0  

  うち共通分⑮  0 0 0 0 0 0 

特別損失⑯ 0 0 0 0 0 0  

  うち共通分⑰  0 0 0 0 0 0 

税引前当期利益⑱ 

（⑬＋⑭－⑯） 
80,000 227,879 103,037 82,022 △ 36,419 △ 296,519 

営農指導事業分配賦額⑲ 
 88,956 68,199 91,921 47,443 △ 296,519 

営農指導事業分配賦後 

税引前当期利益⑳ 

（⑱－⑲） 
80,000 138,923 34,838 △ 9,899 △ 83,862  

 

 

（注）１．①・②の「合計」欄は、各事業の収益・費用の単純合計値を記載しています。一方、損益

計算書上の事業収益・事業費用は、農業協同組合施行規則に従い、各事業間の内部損益を

除去した額を記載しています。よって、両社は一致しません。 

 

（注）２．共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等 

（１）共通管理費等 

   （人頭割＋人件費を除いた事業管理費割＋事業総利益割）の平均値 

Ⅳ 部門別損益計算書（計画） 
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（２）営農指導事業 

   （均等割＋事業総利益割）の平均値 

 

（注）３．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合） 

                                                               （単位：％） 

区  分 
信  用 

事  業 

共  済 

事  業 

農業関連 

事  業 

生活その 

他 事 業 

営農指導 

事  業 
計 

共通管理費等 31.0% 17.0% 40.0% 7.0% 5.0% 100% 

営農指導事業 30.0% 23.0% 31.0% 16.0%  100% 

 

２．専属事業損益（計画）の内訳 

                                        （単位：千円） 

区  分 
信  用 

事  業 

共  済 

事  業 

農業関連 

事  業 

生活その他 

事   業 

営  農 

指導事業 

経 常 利 益 ａ 

（⑬） 
227,879 103,037 82,022 ▲ 36,419 ▲ 296,519 

減価償却費 ｂ 

（⑤－⑦） 
13,469 12,485 175,435 6,913 2,932 

共通管理費等 ｃ 

（⑥－⑩＋⑫） 
839,889 40,850 9,732,007 108,685 19,273 

専属事業損益 

ａ＋ｂ＋ｃ 
1,081,237 156,372 9,989,464 79,179 ▲ 274,314 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

96



ＪＡしもつけ自己改革工程表 

ＪＡしもつけは、これまで役員による認定農業者訪問や全職員による組合員訪問活動、並びに平成 29

年 3 月より実施している地域担い手への事業間連携訪問等の徹底した対話に基づき「農業者の所得増

大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」を基本目標とする自己改革の実践に全力で取り組んできました。 

令和４年度からは、自己改革実践サイクルの取り組みとして、組合員の声をふまえ、数値目標を含ん

だ自己改革実践の具体的な取り組み等を毎年度の総代会で決定することで、着実に取り組んでいます。 

この結果、令和７年度に実施した「ＪＡ自己改革等に関するアンケート」等において、多くの正組合員か

ら、一定の評価と自己改革への一層の期待、多くの准組合員から、総合事業への期待等の声をいただく

ことができました。 

引き続き、一層の農業者の所得増大に向けて、買取米販売強化、農産物直売所の活性化、ＪＡしもつ

けブランド確立による園芸作物の有利販売等に取り組むほか、ＪＡ経営基盤強化や組合員との対話・意思

反映の取り組みも進めることで、自己改革のさらなる深化を進めます。 

今後とも、ＪＡしもつけは、地域になくてはならないＪＡであり続けるため、自己改革の実践を支える持続

可能な経営基盤の確立・強化とともに、組合員との徹底した対話を通じ、総合事業を基本として「不断の

自己改革」に取り組んでまいります。 

 

自己改革を実践するための具体的な方針 【下線項目は数値編に目標値を記載】 

1 訪問活動や座談会を通じた「担い手との対話」を原点としてニーズを的確に把握します。 

２ 「農業者の売上増加・コスト低減」につながる担い手目線で必要な取り組みについて、目標及び実践

具体策の策定等とあわせて実践し、改革の目的である「所得増大」を実現するほか、「地域の活性化」に

も取り組みます。 

・担い手経営体や中核的担い手などを対象として、次のことに取り組みます。 

  ア．新規需要米の独自販売による清算金向上 、イ．土壌診断などを通じた適正な施肥・農薬使用支

援 

・多様な担い手などを対象として、次のことに取り組みます。 

  ア．農産物直売所の活性化による売上増加 

・必要とする全ての者を対象として、次のことに取り組みます。 

  ア．次世代の担い手への事業承継支援 、イ．組合員 WEB サービスを活用した営農指導の高度化 

・「地域の活性化」に向けては、次のことに取り組みます。 

  ア．小中学校への地元産野菜提供 、イ．小中高校への「金融教育」授業 、ウ.相続相談対応の強化 

３ 改革の取り組みと成果について対話等を通じて評価を把握し、次の改革につなげることで、PDCA サ

イクルを回し、不断の自己改革を着実に実践します。 

 

自己改革を支える経営基盤の確立・強化の取り組みについて 

当ＪＡの向こう５年の経営状況を把握するため、現状のまま推移した場合の成り行きシミュレーションを

行ったところ、組合員の減少や経済・金融環境等による事業の収益性低下などにより、事業利益、さらに

は経常利益段階での赤字転落が見込まれております。こうした情勢のなか、令和４年度より営農経済事

業の収支改善に向け連合会との協働による「営農・経済事業の成長・効率化プログラム」におきましても、

第２次プログラム（令和７～９年）へ継続し、経営基盤に必要なソリューション（課題解決策）を実行してま

いります。 

JA しもつけでは、営農経済事業の収益力向上に向けて、経営資源の集中による質の高い組合員サー

ビスの提供に取り組み、さらなる経営基盤の強化を目指します。 

 

自己改革の実践に向けた組合員の意思反映 

自己改革の実践にあたっては、改革の評価の把握に向けた正組合員との対話や集落座談会のみなら

ず、地域に根ざしたＪＡを目指して広報モニターや准組合員モニター、准組合員懇談会の仕組みを通じ

て「正組合員とともに、地域農業や地域経済の発展を支える組合員」である准組合員の声も聴くことで、

正組合員と准組合員が一体となったＪＡ運営を実現します。組合員の評価を踏まえながら必要な見直しを

行います。 

 また、農業振興の応援団でもある准組合員の事業利用にあたっては、正・准組合員の利用状況を把握

したうえで、改革の目的である「農業者の所得増大」につながるよう取り組みます。 

97



（対象者）担い手経営体や中核的担い手など

令和9年度目標 所得増大効果 目標 実績 目標 実績 目標 実績

70円／㎏ 10aあたり
最大21,822円

50円／㎏ 専用品種 　 100円／kg
専用品種以外 90円／kg 60円／㎏ 70円／㎏

令和9年度目標 売上増加効果 目標 実績 目標 実績 目標 実績

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ
利用率13％

年間平均販売金額
80千円増

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ
利用率10％

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ
利用率10.2％

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ
利用率11％

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ
利用率13％

目標 実績 目標 実績 目標 実績

目標 実績 目標 実績 目標 実績

ＪＡしもつけ自己改革工程表（数値編）

農業者の所得増大・農業生産の拡大

新規需要米の独自販売を通じた精算金向上
令和7年度 令和8年度 令和9年度

令和9年度

経営基盤の確立・強化

協同組合らしい人づくり

・クレジットカード利用促進活動として、金融部門と連携し店頭でのＪＡカードPRを実施いたしました。

・令和７年産より委託販売方式から買取独自販売方式に変更したことや米価上昇により、目標を大幅に上回る実績となりまし
た。

農産物直売所の活性化による売上増加　　※クレジットカード利用による客単価向上

（対象者）担い手経営体や中核的担い手など 令和7年度 令和8年度 令和9年度

デジタル人材
研修会
参加2名
（累計6名）

令和7年度 令和8年度 令和9年度

デジタル技術活用の促進

令和9年度目標
ＤＫＴ検討・立案
デジタル人材研修会
参加2名

ＤＫＴ検討・立案
デジタル人材研修会
参加2名

デジタル人材
研修会
参加2名
（累計4名）

ＪＡ内デジタル化検討チーム（ＤＫＴ）に
よるＤＸ化の検討立案と中核的なデジタル
人材育成

令和7年度 令和8年度

ＪＡ中核人材育成研修会の受講によるＪＡ
経営人材の育成

対話・意思反映

項目 令和7年度計画 令和7年度実績 令和8年度計画

令和9年度目標

２名受講/年 ２名受講/年 ２名受講/年 ２名受講/年

正組合員訪問活動（戸数） 9,790戸 9,573戸 9,790戸

准組合員モニター制度 8人 8人 8人

集落座談会（回数、出席人数） 6回、500人 6回、232人 6回、500人

座談会等でのアンケート実施 3回 3回 3回
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